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舞鶴市における地域住宅等整備計画（第３期）

（参考様式３）参考図面（社会資本整備総合交付金）

計画の期間 令和２年度　～　令和６年度　（５年間） 交付対象 舞鶴市

計画の名称

A15-001

公営住宅整備事業等(公営住宅等整備事業)(北浜団地)

C15-001

公営住宅建替事業関連事業

A15-002

公営住宅整備事業等(公営住宅等ストック総合改善事業)

A15-003

住宅地区改良事業等(空き家再生等推進事業)

A15-005

公営住宅整備事業等(公営住宅等ストック総合改善事業)

(白鳥団地)

A15-004

(提案事業)公営住宅整理統合推進事業

A15-006

(提案事業)公営住宅駐車場整備事業(城北団地)

A15-005

公営住宅整備事業等(公営住宅等ストック総合改善事業)

(浮島団地)



社会資本総合整備計画

令和 ２ 年度 ～ ６ 年度

※「地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法（平成１７年法律
　　第７９号）」第６条第１項に基づく「地域住宅計画」

京都府

地域住宅計画の名称

　当該地域は京都府北部の拠点都市であり、令和２年１１月現在の人口は約７．９万人、世帯数は約３.４万世帯の地域である。国勢調
査の結果によると、平成２５年約８．７万人から平成３０年約８．２万人と人口が減少し続けている。舞鶴市では、人口の定着化や増
加を図るために、住環境の整備など快適な居住条件を確保し、市民が豊かな生活を営む条件づくりとして、良質な公営住宅の建設や住
環境の整備を実施してきた。近年、若年層の転出超過が目立つ一方、母子家庭の増加や高齢化が急速に進行するなど、新たな住宅施策
の展開が望まれる状況にある中、「住み続けたい、魅力ある住宅・住環境を創る」ため、次の４つの目標を掲げ住宅施策を推進する。

①既存住宅ストックを有効に活用しつつ、様々なライフステージの居住ニーズに応える、多様で良質な住宅ストックを形成する。
②環境共生の考え方に立脚した、魅力ある居住地を形成する。
③誰もが安全で安心して暮らせる住宅・住環境をつくる。
④コンパクトシティを形成するため立地適正化計画を策定し、居住誘導区域内を設定。空家等対策計画に基づき住環境整備を行う。

１．地域の住宅政策の経緯及び現況

計画の名称

都道府県名

計画期間

２．課題

公営住宅関連
○令和２年１１月現在、舞鶴市内の市営住宅８９５戸のうち、既に耐用年限を経過している住宅が１６８戸あり、市営住宅の老朽化が
進んでいる。
○入居者の高齢化が進む中、昭和５８年度建設以前の市営住宅には、非水洗化等で現行の設備水準が確保されていないなど高齢者の居
住の安定が確保されていないものがある。

民間住宅関連
○市内の高齢化が急速に進み、住宅のバリアフリー化等によって安心して暮らせる住宅・住環境づくりが求められる。
○市内には木造住宅が多くあり、自然災害も頻発していることから、住宅・住環境の安全を向上させることが求められている。
○市内の少子高齢化が進む中、重層的な世代構成による将来に継続する地域コミュニティ形成が必要とされている。
○人口減少に伴い、空き家住宅や空き建築物が増加していることから、市民の空き家に対する問題意識を高めることが求められてい
る。
○空き家の増加により、周辺環境の悪化や防災・防犯上の危険、さらには倒壊などによる事故の懸念など住環境の整備が求められてい
る。

舞鶴市作成主体名

舞鶴市における地域住宅等整備計画（第３期） 舞鶴市地域



単　位 基準年度 目標年度

建替え等により住宅の「質」の向上が
図られた市営住宅の割合

％ 市営住宅建替え等実施戸数の割合 ３５％ Ｒ２ ４０％ Ｒ６

老朽空き家住宅の除却により居住環境
の改善が図られた割合

％
除却を推進すべき区域内の老朽空き家
住宅の割合

１７％ Ｒ２ １６％ Ｒ６

 ３．計画の目標

定　　義

 ４．目標を定量化する指標等

老朽化した市営住宅の建替え等により住宅及び住環境の「質」を向上させ、豊かで安全な住まい・まちづくりを実現する。

舞鶴市空家等対策計画に基づき老朽化した空き家の除却を実施し、安全で安心なまちづくりを実現する。

指　　標 従前値 目標値

※計画期間の終了後、上記の指標を用いて評価を実施する。



 ５．目標を達成するために必要な事業等の概要

目標①：老朽化した市営住宅の建替え等により住宅及び住環境の「質」を向上させ、豊かで安全な住まい・まちづくりを実現する。

目標②：舞鶴市空家等対策計画に基づき老朽化した空き家の除却を実施し、安全で安心なまちづくりを実現する。

＜事業の概要＞

・老朽化した北浜団地の建替えや統合を行うことで、住宅及び住環境の「質」を向上させ、地域の実情に応じた適切なセーフティネッ
トの構築を図る。
・老朽化した市営住宅の除却を行うことにより、地域の安全な住まい・まちづくりを実現する。
・老朽化した白鳥団地及び浮島団地の建物躯体の長寿命化を図る。
・路上駐車等が多いため、駐車場未整備の団地において駐車場を整備する。

＜事業の概要＞

・舞鶴市空家等対策計画に基づき、舞鶴市都市計画区域内において不良住宅や老朽空き家住宅の除却を推進する。



 ６．目標を達成するために必要な事業等に要する経費等
（金額の単位は百万円）

Ｂ　関連事業（関連社会資本整備事業）

Ｂ　関連社会資本整備事業

274舞鶴市

－ 10

 公営住宅整備事業等（公営住宅等整備事業）  公営住宅の建替え等（北浜団地） 44戸

舞鶴市 公営住宅整備事業等（公営住宅等ストック総合改善事業）  公営住宅等長寿命化計画策定

Ａ　基幹事業

Ａ１（ａ、ｋ）　地域住宅計画に基づく事業（基幹事業）

　　　事業 事業主体 規模等
交付期間内

細項目 事業費

 公営住宅整備事業等（公営住宅等ストック総合改善事業）  公営住宅の長寿命化工事等 舞鶴市 5棟144戸

交付期間内

細項目 事業費

 　　　　（白鳥団地、浮島団地）

Ａ１（ａ、ｋ）　小計 429

 住宅地区改良事業等（空き家再生等推進事業）  老朽空き家住宅に係る除却支援等 舞鶴市 50件 15

Ａ１（ｂ）　小計 30

小計（Ａ１（ａ、ｋ）＋Ａ１（ｂ）） 459

事業費
事業主体 規模等

交付期間内
事業

　…Ａ１（ａ）

0

130

Ａ１（ｂ）　地域住宅計画に基づく事業（提案事業）

　　　事業 事業主体 規模等

Ｂ　小計

　…Ａ１（ｋ）

　…Ａ１（ｋ）

　…Ａ１（ｋ）

 （提案事業）公営住宅駐車場整備事業  既存団地の駐車場整備（城北団地） 舞鶴市 12台 5

 既存団地の除却、移転費助成等 舞鶴市 － 25 （提案事業）公営住宅整理統合推進事業



Ｃ　関連事業（効果促進事業）

Ｃ　効果促進事業

Ｄ　関連事業（社会資本整備円滑化地籍整備事業）

Ｄ　社会資本整備円滑化地籍整備事業

　　Ａ１（ｂ）／（Ａ１（ａ）＋Ａ１（ｂ））

　（Ａ１（ｂ）＋Ｃ）／（Ａ１（ａ、ｋ）＋Ａ１（ｂ）＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

　　※交付期間内事業費は概算事業費

提案事業の割合 18.75%

効果促進事業等の割合 8.53%

Ｃ　小計 10

交付期間内

事業費
事業 事業主体 規模等

事業 事業主体 規模等
交付期間内

細項目

Ｄ　小計 0

合計（Ａ１（ａ、ｋ）＋Ａ１（ｂ）＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 469

 公営住宅建替事業関連事業  建替に伴う移転費助成等 舞鶴市 42件 10

事業費



 ７．法第６条第６項の規定に基づく公営住宅建替事業に関する事項

※法第６条第６項に規定する公営住宅建替事業に関する事項を地域住宅計画に記載する場合には、法第12条に規定する施行要件の特例の対象となります。

 ８．法第６条第７項の規定に基づく配慮入居者及び特定優良賃貸住宅の賃貸に関する事項

 ９．その他公的賃貸住宅等の管理等に関する事項

　「法」とは、「地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法」をいう。

なし

※法第６条第７項に規定する配慮入居者及び特定優良賃貸住宅の賃貸に関する事項を地域住宅計画に記載する場合には、法第13条に規定する特定優良賃貸住宅の入居者の資格に係る認定の基準の
特例の対象となります。（ただし、一定の要件を満たすことが必要です。）

なし

なし


